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提案型公共サービス 

民営化制度 

民間の発想で豊かなサービスを 



2016/9/29 1 

導入当時の状況・制度の背景 

昭和40年代から 
ベッドタウンとして
成長 

シニア世代の能力活用急務 
団塊の世代の 

大量退職始まる 

手賀沼浄化から 

市民運動が発展 

公共サービスの担い手が 
多様化 

４０のＮＰＯ、 

３００の市民活動
団体が活躍 

人口急増時代に 

大量の職員採用 

効率的な執行体制の確立 
が必要 

平成20年から 
職員の大量退職 

歳入構造が変化、大幅な 

税収減 

 
効果をあげる効率的な委託・民営化が必要 
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提案型公共サービス民営化制度とは 

● 公共サービスをすべて
行政が提供するのは困難
に 

 

● 民と官が対等な立場で 

公共の分野を担う仕組 

みが必要 

 

 

● 官の発想による委託化 

から、民の提案に基づく
委託・民営化への転換 

■ 例外なくすべての
事業を公表 

 

 

■ 民間から委託・民
営化の提案を募集 

 

 

■ 市が実施するより
市民にプラスなら委
託・民営化 
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経緯 

平成１８年３月、提案募集スタート 

平成２２年６月、募集を再スタート 

庁内で事業リスト作成、制度設計 

平成１７年３月、市長が実施を表明 

その後、毎年募集を実施 
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総務部 74 都市部 93
企画財政部 59 水道局 38
市民生活部 35 消防本部 63
健康福祉部 201 教育総務部 54
子ども部 66 生涯学習部 90
環境経済部 123 行政委員会等 31
建設部 107 合計 1,034

行政評価表をもとに市の全事務事業を公表 

公表事業数 公表事業数 

平成28年度分 
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事業リスト 

個　別　事　業 事　　業　　内　　容 事業費
(内)担当職
員人件費

病後児保育事業
病気回復期の児童が集団保育できない状態や保護者の勤務の都合等
により家庭における保育が困難な状況にある時、保護者に代わって一
時的に保育を実施する。

9,150 1,900

共催の
有無

委託の
有無

委託・民営化
を特に期待
する事業

担　当　部　課
分野
区分

備考

○一部
委託

★
子ども部
保育課

健康福
祉

33104

事業概要。行政
評価表をもとに
整理 

人件費も含
めた１年間
の事業費 

行政評価表
の事業名 

事業費のうち人件費
分。職員1人あたり
9,300千円で算出 

現在の委託
化の状況 

市として特に提案
を期待する事業 

総合計画上の
分野区分 

総合計画の
施策コード 
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提案団体･提案内容 

団体 
・民間企業、ＮＰＯ、市民活動団体な 
ど、個人を除く全ての団体。 

内容 

・新たな工夫で、サービスの質などの 

 面から市が実施するより市民にプラ  

 スになる提案に限る。 
 

・事業の一部、複数の事業を集約し 

 た提案も可。 



2016/9/29 7 

提案方法 

提 
 

案 
 

者 

市
（
担
当
課･

総
務
課
） 

協議の申し入れ 

    提案者と市で協議 

   最終的な提案として提出 
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提案の審査 

●提案審査委員会の構成 

 

 

 

 

  

常任委員 専門委員 

企業格付け、公共経済
学、ＰＰＰを専門とす
る大学教授、大学講師 

●審査方法 

提案毎に選任する
専門家、受益者等 

書類審査、提案者と担当課へのヒアリング審査 
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審査基準 

 

 

行政や他の民間 

業者にはない、提案者 

独自のアイデアが 

含まれているか 

 

 

 

事業を担う体制、 

能力はあるか 

  

 実現性の高い 

 内容か 

 

 

市民サービスの向上、 

コスト削減、地域の活性化、 

行政と民間の役割分担等を 

総合的に判断して市民の 

プラスになるか 
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審査結果の区分 

● 採用 ‥ ①独自性 ②市民の利益 ③実現性 
       ④団体能力を全て満たした提案 
                          
 
 
 

● 継続協議 ‥ 評価基準を全てクリアして 
                   いないが、実施すれば市民 
                   に大きなプラスになる提案 

● 不採用 
 

随意契約で、提案者が事業者に 
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これまでの実績 

■提案件数 １２４件 
      （７９件・６件・１５件・８件・６件・３件・６件・１件） 

■審査件数 １０３件 

■審査結果 ・採用     ５５件 

      （うち条件付採用３２件） 

    ・不採用    ４８件 

            （平成２７年度まで） 



・提案者から市各課施設管理担当者へヒアリング 

 

公共施設の包括管理の提案 
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修繕に困っている。修繕
計画を作ったことがある
が、壊れてからでないと
予算がつかない。予防
保全ができていない。 

計画的な修繕ができない。
設備等はだましだまし使用
しているのが現状。施設が
老朽化し建替えが必要とな

るが資金がない。 

築35年の建物が多く、

改修や修繕が追いつ
かない。長期的な目線
で施設の維持管理を

考えたい。 

・保育課 

・建築住宅課 

・市民活動支援課 

・教育、総務課 

・交通課 

・鳥の博物館 

・図書館 

 

ヒアリング課 

・市民課 

・消防本部・署 

・社会福祉課 

・健康づくり支援課 

・子ども支援課 

・あらき園 

・障害者センター 

 



・ヒアリングでわかったこと 

 ①同様な施設管理業務をそれぞれの課で処
理している 

 ②修繕したいが壊れてからでないと予算が確
保できない 

 ③効果的・効率的な修繕計画がほしい 

 ④突発的な故障や不具合があると、まずは担
当課が現地に行き、判断・対応しなければな
らない 
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担当課が困っている 



提案内容（１） 

施設や設備単位の個別発注を一括発注に 
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市民課 

昇降機 

空調 

浄化槽 

交通課 

昇降機 

空調 

浄化槽 

 学校 

昇降機 

空調 

浄化槽 

（縦割り発注） 

施
設
管
理
課 

提
案
者 

（統
括
部
署
） 

（窓
口
一
元
化
） 

昇降機 

空調 

浄化槽 

（包
括
発
注
管
理
） 

○包括委託で窓口一元化、24時間対応 

○設備ごとに専門業者へ 

○市内業者の積極的な採用 

○報告書は、担当課と統括部署へ 

 



施設対象業務の例（５４施設、１７業務） 

 

施
設
名
称 

消
防
用
設
備 

防
火
対
象
物 

自
動
ド
ア 

電
動
ス
テ
ー
ジ 

空
調
設
備 

浄
化
槽 

給
水
ポ
ン
プ 

Ｏ
Ｍ
ソ
ー
ラ
ー 

自
家
用
電
気
工
作
物 

プ
ー
ル
ろ
過 

エ
レ
ベ
ー
タ
ー 

エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー 

貯
水
槽 

機
械
警
備 

行政
サービ
スセンタ 

● ● ● ● ● 

近隣セ
ンター 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

我孫子
駅 

● ● 

市営住
宅 

● ● ● 

学校 ● ● ● ● ● ● 
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提案内容（２） 
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定期的な施設巡回サービス 

■対象施設 

    行政サービスセンター、近隣センター、小学校、中学校、駅、 市営住

宅合計５４施設 

   ●月に１回の頻度で専門技術者が巡回し、設備を点検 

  ●巡回時に施設の担当者と面会、要望聞き取り、対応可
能な補修等の実施 



提案内容（３） 
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中短期修繕計画の作成 

●定期点検、定期巡回、年１回の劣化状
況点検による劣化状況診断 

●診断結果を基に、今後２～３年間での
修繕や更新を抽出し、中短期修繕計画
の立案 

●次年度に優先して実施すべき項目をま
とめ、予算要求をサポート 



提案内容（４） 
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インターネットを活用した施設管理情報の共有 

●インターネットサーバを利用し、各課の
担当者はいつでも施設管理の状況を確
認できる 

●各課共通のフォーマットにより、各課ご
とに仕様・品質のばらつきを無くした管
理の実施 



効果 

■今現在の担当課の声 

 ・年度当初の繁忙期に、契約事務が１本化され、事務の簡素
化が図れた 

 ・Ｈ24のホルムアルデヒドによる断水騒動の際は、緊急連絡
をもらい、緊急配備対応についての指導・助言をもらった 

 ・電話連絡後の対応が早い、対処も早い 

 ・保守点検以外も見てくれる（雨どい、建具、ハチの巣等） 

 ・月１回の点検報告の中で、現状について詳しく説明してくれ
るので速やかな対応が図れる 

 ・報告書の内容が見やすく、わかりやすい 

 ・５４施設の中の優先順位が明らかになった 
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今後 

■平成２４年度の提案 

  合計６５施設、１９業務の包括管理 

   ・新規に１１施設（保育園、障害者施設等）追加 

   ・２６施設（学校、市営住宅）に業務を追加 

   ・新たな２業務を追加 

■現在 

  合計６８施設、２９業務の包括管理 
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制度の成果 

     

  サービス向上とコスト削減を実現 
 

  

  事業と団体の新たな結びつき 
 

  

  職員の意識改革促す 




